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【要旨】  

日本人の睡眠時間は減少傾向にあり、適切な睡眠時間が確保できていない。その要因としては長

い労働時間や柔軟性の低い労働形態が挙げられ、平日の不足した睡眠時間を休日の睡眠で取り戻

す「寝だめ」が起きやすいことが考えられる。寝だめは先行研究では過体重リスクの低下などへ

の寄与や、憂鬱感との関連などにも言及があり、労働環境に多くの課題がある日本において、生

活や労働の質を高めていくための重要検討事項である。そこで本稿では、就業者の寝だめ時間の

規定要因とそれがウェルビーイングに与える影響について、「日本家計パネル調査(JHPS/KHPS)」

を用いて実証分析した。結果、寝だめ時間の規定要因として、副業や管理職、というようなタス

クの増加につながる職場環境が示された。また、ワークエンゲージメント、幸福感、生活満足度

に対して適度な寝だめは過度に長い寝だめよりも正の影響を与えることが示された。以上より、

寝だめ時間が長い人ほどウェルビーイングが悪い傾向があることが一部示された。理由としては、

起床時間帯のずれによって社会的時差ボケが生じている可能性が推察され、その可能性を考慮し

て適度な寝だめをとることが肝要である。 
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寝だめ時間に関する実証分析 

第 1 章 はじめに  

 
日本人の睡眠時間は減少傾向にある。『平成 26年度版厚生労働白書』（厚生労働省）によれ
ば、1976 年から 2011 年にかけて、就業者を中心に年々睡眠時間が減少している。この睡
眠時間の長さは、日本人の理想とされている水準に達していない。『知っているようで知ら

ない睡眠のこと』(厚生労働省)では、働く世代にとって最適な睡眠時間は 6〜9 時間とされ
ており、十分な睡眠を確保するような習慣をとることで健康リスクを回避することを推奨

している。その一方で、『令和元年国民健康・栄養調査』(厚生労働省)によると、男女ともに
主たる働く世代である 20 代から 50 代の約４割が、6 時間未満の睡眠しか取れておらず、
日本における睡眠不足の現状が読み取れる。 
こうした状況を引き起こしている要因としては、労働環境が考えられる。『データブック国

際労働比較 2016』（労働政策研究・研修機構）によれば、日本は欧州諸国と比較して、年平
均労働時間が長く時間外労働者の構成割合が高い。例えば、日本の年平均労働時間が 1729
時間であるのに対してフランスは 1473 時間、日本の時間外労働(40 時間/週以上)者の構成
割合が 58.6%であるのに対してフランスは 27.1%と大きく差があることがわかる。また、
労働が睡眠に与える影響に関して、個票データを用いて平日の労働時間の増加が労働者に

与えた影響を検証した山本・黒田（2014）は、平日の労働時間の増加によって削減された行
動が睡眠であるほか、1976年から 2011年にかけて休日の睡眠時間は増加傾向にあったが、
平日の睡眠時間は年々減少していることなどを示している。また、『社会生活基本調査』(総
務省統計局)の匿名データを用いて若年層の休日の過ごし方に焦点を当てた梶谷(2013)は、
男女ともに休日の睡眠時間はふだんの時間より長く、有業者の休日睡眠時間が増加してい

ることを指摘している。この点について、『令和 3 年社会生活基本調査』(総務省統計局)を
確認すると、年代によってばらつきはあるものの、全体として平日と休日の睡眠時間には約

40 分程度の乖離がある。加えて、労働時間以外の労働環境が睡眠に与える影響に関しても
研究されており、中野（2018）は労働時間や残業時間だけでなく、時間の不規則さや仕事の

柔軟性などにも影響を受けることを示している。しかし、新聞記事1(日本経済新聞(2023))
では、日本企業の有給休暇取得率が過去最高の 58%に達した一方で、米国などの海外諸国

と比較していまだに大きく劣っていることを危惧している。つまり、日本の労働環境に関し

ても大きな課題があり、睡眠にマイナスの影響を与えていることが考えられる。以上の現状

より、労働改革が進んでおらず、睡眠不足となっている日本人の多くが、平日の睡眠不足を

 
1 日本経済新聞「休めども 7 割の目標遠く 企業間で格差も」2023 年 8 月 7 日朝刊 017 ページ 



取り戻すために休日に睡眠時間を多く取るような「寝だめ2（weekend catch-up sleep）」を
行っていることが示唆される。 
「寝だめ」に焦点を当てた研究は多くはないものの、心身の健康に多様な影響を与えるこ

とが先行研究から示されている。具体的には、Kim et al. (2012)は過体重リスクの低下、

Hwangbo et al. (2013)は高血圧リスクの低下と言ったメリットが寝だめにあることを明ら

かにしている。一方で、坂下(2018)は、寝だめが憂鬱感の増加につながることを示している

ほか、寝だめによって起床時刻が遅れるため、「社会的時差ボケ」を引き起こす可能性も指

摘されている。社会的時差ボケとはWittmann et al.(2006)が提唱した概念であり、仕事の

ある平日と仕事のない自由な休日との睡眠の差によって引き起こされる社会生活時刻と体

内概日リズムのずれを指す。社会的時差ボケの負の影響として、例えば三島(2019)では、短
期的には眠気やパフォーマンス低下、中期的には記憶・学習、代謝、免疫などの種々の精神・

身体機能障害、長期的には気分障害や生活習慣病のリスク増大が挙げられている。これらの

負の影響を踏まえ、『知っているようで知らない睡眠のこと』(厚生労働省)においても、過剰

な寝だめに対しては警鐘が鳴らされている。寝だめ時間と社会的時差ボケは異なる睡眠指

標として研究されているが、その関係性は明確ではない。社会的時差ボケとメタボリックシ

ンドロームの関連を研究した柴崎ほか(2021)では、寝だめ時間と社会的時差ボケの影響の違

いについては検証の余地があり、平日の睡眠不足が違いの原因となっている可能性がある

ということを示している。 
以上を踏まえると、寝だめには様々な効用・リスクが存在し、心身の健康に影響を与える

ことがいえる。しかし、その影響に関して、ウェルビーイングや就業との関係性を研究した

ものは数少なく、日本における寝だめに関する実証分析の文献は潤沢でない。つまり、労働

環境に大きな課題を抱える日本において、今後生活や労働の質を高めるために寝だめがそ

れらに対してどのような影響を及ぼすのか、ということは研究を進めていくべき重要な観

点である。 
そこで本稿では、「日本家計パネル調査（JHPS/KHPS）」（慶應義塾大学パネルデータ設

計・解析センター）の個票パネルデータを用いた検証を行う。具体的な分析としては、まず、

中野（2018）を参考に、労働時間などの仕事に割く時間や勤務時間制度などの仕事の柔軟

性に関わる要因が寝だめ時間にどのような影響を与えるのかを明らかにする推計を行う。

推計モデルは固定効果モデルと変量効果モデルを用い、労働時間以外の生活時間などをコ

ントロールした上で分析する。次に、前述の推計で説明変数として扱った職場環境の変数を

コントロールした上で、寝だめ時間がウェルビーイングにどのような影響を与えるかにつ

いて固定効果モデルと変量効果モデルを用いて推計を行う。当推計においては寝だめ時間

 
2 『知っているようで知らない睡眠のこと』(厚生労働省)では、寝だめについて、「平日に不足した睡眠を

取り戻すために休日に長く眠ること。事前に長く眠って睡眠を蓄えることではありません。」と説明して

いる。 



と寝だめ時間4分位を基準とした寝だめ時間分位ダミーを用いることで線形的な影響と非

線形的な影響、両方を捉えて分析する。ウェルビーイングを示す指標としては、「ワークエ

ンゲージメント」「主観的生産性」「主観的健康観」「幸福度」「生活満足度」の5つを用いる。
また、個々人のパネルデータを用いて観察不能な個々人の異質性をコントールすることで、

例えば常にウェルビーイングの状態が悪いために寝だめをしている、といった時間不変の

要因による逆の因果性を考慮したうえで、寝だめ時間の影響を明らかにすることができる。 
以上の分析内容を踏まえると、本稿には 3つの独自性があるといえる。まず、数少ない日

本における寝だめの実証分析を行うことである。次に、寝だめと労働環境の関係について着

目し、寝だめの要因分析を行うことである。さらに、寝だめ時間のウェルビーイング（ワー

クエンゲージメントや主観的生産性など）に与える影響をパネルデータを用いて検証する

ことである。 
本稿の構成は以下の通りである。第2章では、関連する先行研究を紹介する。第3章では、
本稿で利用するデータ及び変数について述べる。第4章では、寝だめ時間と働き方の関係に

ついて、固定効果モデルと変量効果モデルを用いて分析する。第5節では、寝だめ時間がウ

ェルビーイングに与える影響を固定効果モデルと変量効果モデルを用いて分析する。最後

に、第6節で結論や考察、課題点を述べる。 
 

第 2 章 先行研究 

本稿の分析に関係する先行研究としては、睡眠と労働・身体機能の関係に関するものと、

寝だめに関するものが挙げられる。以下、それぞれの概要を述べる。 
 
2.1 睡眠と労働の関係に関しての先行研究 
(1)睡眠が労働・身体機能に与える影響 
睡眠が労働に与える影響に関しては経済分野だけでなく医学分野においても研究がなさ

れている。瀬尾ほか(2008)は脳波計測による評価をもとに、短睡眠時は翌日の知覚機能、思

考機能、記憶機能が大きく低下することを明らかにした。Bekenky et al. (2003) によると、
特に 7から 8時間の睡眠時間と比べて、6時間以下の睡眠時間で、労働上の行動障害や効率

の低下が生じることが示された。二段階最小二乗法を用いて、睡眠改善プログラムを通じて

従業員の生産性の向上にどの程度影響を及ぼすかを検証した川太ほか（2021）は、睡眠の
改善が生産性の向上に寄与することを示した。Hamazaki et al. (2011)は日本の軽金属工場

で働く男性労働者を対象とした研究の中で、6時間未満の短い睡眠時間は特に冠動脈疾患の

羅漢リスクを有意に高めていることを示した。ロジスティック回帰分析を用いて、勤労者の

職場環境や労働形態、労働時間、睡眠時間と運動負荷試験中の収縮期血圧の反応との関係に

ついて研究した道下ほか（2016)は、労働時間が長く、睡眠時間や休日数が少ない勤労者は、

将来の高血圧や心血管病の発症、過労死に陥りやすいことを明らかにした。以上のように睡



眠は労働の生産性や病的リスクと深く関わっていることが分かっている。 
 

(2)労働が睡眠に与える影響 
阿部(2010)の『社会生活基本調査』(総務省統計局)を用いた実証分析によると、正規雇用

者に関しては労働時間の長さを睡眠時間で調整しようとする傾向があることを示した。失

業が個人の身体的・精神的健康状態と生活習慣にどのような効果をもたらすかに関してパ

ネルデータを用いて分析した菅ほか（2012）は、固定効果モデル・一階差分モデルによる推

計の結果、就業状態から失業状態に移行することで睡眠時間が増加することを示した。多変

量プロビット推計を用いて労働車の生活習慣行動・心身の健康と職場環境との関連につい

て分析した中野(2018)は、労働時間だけでなく時間の不規則さや休暇の取りにくさが睡眠不

足に影響を与えることを示した。『社会生活基本調査』(総務省統計局)を基にしたパネルデ

ータを用いた計量分析を行った秋本（2013）は、睡眠時間が労働時間、家事時間、ボランテ

ィア活動・社会参加活動の影響を特に受けやすいことを示した。労働生産性を高める睡眠時

間を分析した高井ほか（2020）は、固定効果モデルを用いた推計の結果、睡眠時間の決定要

因として労働時間と通勤時間が上げられることを示した。上場企業に勤務する従業員のデ

ータを用いて睡眠時間や質の決定要因を検証した山本(2022)によると、残業時間や通勤時間

が短く、有給取得日数が少なく、柔軟な働き方が進み、人材マネジメントが良好で、ダイバ

ーシティ経営が実践されているほど、睡眠の状態がよくなる可能性があることが明らかに

なった。伊藤ほか(2021)では働き方改革による労働時間の変化の影響を強く受けたと想定さ

れる従業員規模 500 人以上の大企業・官公庁の正規雇用者において、労働時間が増えると

睡眠時間が減少する傾向が示され、その傾向は男性よりも事や育児の負担が多い女性で顕

著であることが明らかになった。以上より、睡眠と労働は他面的に関係し、相互に影響をも

たらすことがわかり、特に労働時間と睡眠時間が密接に関連していることが明らかになっ

ている。 
 
2.2 寝だめに関する先行研究 
本稿では寝だめに関する先行研究を実証分析中心に概観する。Im et al. (2017)は重回帰

分析などを用いて、週末の寝だめ時間が増えるほど BMIが減少することを示した。類似し
た研究として、Kim et al. (2012)では寝だめが小児期の過体重リスクの減少と独立して関連

していることや、平日の睡眠時間が少ないほどその影響は大きく、寝だめ時間の効果は平日

の睡眠時間によって異なる可能性があることを示した。また、成人の韓国人のデータをもと

にロジスティック回帰分析を行ったHwangbo et al. (2013)は平日の睡眠不足を補うために

週末に多くの睡眠をとれば、特に睡眠不足の自覚症状がある人の高血圧リスクが低下する

可能性があるとした。米国の成人における寝だめと新血管疾患の有病率との関係を調査し

た Zhu(2023)は、平日睡眠時間が 6時間未満の場合、2時間を超える寝だめ時間が新血管疾

患の有病率の低下と強く関連していることを明らかにした。Oh et al. (2019)は週末の寝だ



めは、寝だめを行わないことと比較して健康関連の生活の質の向上と関連しており、特に、

平日の睡眠時間が短く遅い時間帯に寝ることを好む参加者は、健康関連の生活の質が大幅

に高まることを示した。類似した研究として、睡眠のタイミングや一貫性と健康状態の関係

性を分析した Chaput et al. (2020)は、睡眠の不規則性は一般的に健康へ悪影響であること

を示す一方で、寝だめそれ自体は健康状態と良好な関連があることを示した。他にも、リス

ク行動に関する調査データをもとに、睡眠不足と週末の寝だめが若者の転倒リスクに及ぼ

す影響を分析した、Chung et al. (2019)は多変量ロジスティック回帰分析を用いた分析の結

果、週末の追いつき睡眠と転倒リスクの減少が関連していることを明らかにした。また、そ

うしたプラスの影響がある一方でマイナスの影響も存在する。高校生の持続的な注意力を

測るテスト結果のデータから、多重線形回帰モデルを用いて韓国の青少年における睡眠不

足と注意力の低下との関係を調査した Kim et al. (2011)は、週末の寝だめ時間の増加は注

意力に関するパフォーマンスの低下と有意に関連することを示した。韓国の青年を対象と

したサンプルをもとに重回帰分析を行い、睡眠不足と自殺未遂や自傷行為との関連を研究

した Kang et al. (2014)は、週末の追いつき睡眠が韓国の青少年の自殺企図や自傷行為と関

連している可能性があることを示唆している。睡眠負債等が子どもの発達や心身の健康に

与える影響を研究した駒田(2021)は、ロジスティック回帰分析を用いた推計の結果、睡眠負

債を解消しようとして日常的にとられる対処法である週末の寝だめが、逆に成長期の健康

や日中機能に悪影響を及ぼす可能性について言及している。また、坂下(2018)は平日と休日
の睡眠時間差が憂鬱感と正の相関があり、ストレスの要因になりうることを示している。 
以上のように、寝だめの効用はプラスの影響、マイナスの影響どちらも挙げられる一方で、

平日の睡眠時間の影響を受けるなど、限定的なものである。また、就業と結びつけた研究や

日本における研究は少なく、未だに多くの研究余地があるといえる。 
 

第 3 章 利用データ・変数 

 
本稿では、慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターの「日本家計パネル調査」（以

下、JHPS/KHPS）を用いる。JHPS/KHPSは 2014年に（旧）「日本家計パネル調査（JHPS）」
と（旧）「慶應義塾家計パネル調査（KHPS）」が統合されたデータである。KHPSは 2004
年から全国約 4,000世帯、7000人を対象に実施されており、同一対象者を継続的に追跡調

査したパネルデータである。JHPSは 2009年より全国 4000人の男女を対象として同時並
行的に実施している。KHPSは 20歳から 69歳の男女、JHPSは 20歳以上の男女を対象と
している。調査対象者は層化 2 段無作為抽出法により選択している。また、調査は留置訪問

調査法により行われている。JHPSと KHPSサンプル抽出の母集団は重なっているが、調

査回答者は KHPS と JHPS で重複はない。調査項目としては個人属性、家族構成、学歴、

生活時間の状態など総合的なトピックを扱っている。 



本稿の分析では、対象年を 2011年から 2020年に、また対象者を 20歳から 59歳の被雇
用者に限定する。なお、対象者を限定しても、各年とも 700から 1700程度のサンプルを利

用することができる。以下では、本節の分析で利用する各変数の概要について説明する。ま

ず、JHPS/KHPSには「ふだんのあなたの睡眠時間をお答えください」という質問項目があ

り、その項目から平日 1日平均睡眠時間と土曜・日曜・休日 1日平均睡眠時間がわかる。そ
れらの差を取ることで寝だめ時間の変数を作成した。また、寝だめ時間を 4分位で分け、該

当分位で 1をとる寝だめ時間 4分位ダミーを作成した。4分位目を基準とし、寝だめ時間が

1 分位の場合に１を取る寝だめ時間 1 分位ダミー、寝だめ時間が 2 分位の場合に１を取る

寝だめ時間 2分位ダミー、寝だめ時間が 3分位の場合に１を取る寝だめ時間 3分位ダミー

を用いる。 
 次に、職場環境に関する変数としては、睡眠との関連が考えられる、勤務時間制度ダミー、

週平均勤務時間、週平均残業時間、平均通勤時間、副業ダミー、管理職ダミーを用いる。勤

務時間制度ダミーは通常の勤務時間制度ダミーを基準として、勤務時間制度についてフレ

ックスタイム制を１とするフレックスタイム制ダミー、変形労働時間制を１とする変形労

働時間制ダミー、裁量労働・みなし労働時間制を１とする裁量労働・みなし労働時間制ダミ

ー、時間管理なしを１とする時間管理なしダミーを用いる。週平均勤務時間、週平均残業時

間は実数値を変数として用いる。平均通勤時間は片道の平均通勤時間の実数値を変数とし

て用いる。なお、通勤頻度の質問項目において「ほとんどやっていない」、「まったくない」

と答えた人に関しては 0 に置き換えて作成している。副業ダミーは副業をしている場合に

１をとるダミー変数、管理職ダミーは職位についている場合に１を取るダミー変数である。 
 続いて、ウェルビーイングを表す指標としては、ワークエンゲージメント、主観的生産性、

幸福度、生活満足度、主観的健康観を用いる。ワークエンゲージメントは Schaufeli et 
al.(2017)の UWES(Utrecht Work Engagement Scale)の 3項目版(UWES-3)を参照して作

成した。「仕事をしていると、活力がみなぎるように感じる。」、「仕事に熱心である」、「私は

仕事にのめり込んでいる」という 3つの質問項目から仕事に対する活力・熱心・没頭の程度

を１から６の値で評価することができ、それらの平均値をとった値をワークエンゲージメ

ントの変数としている。主観的生産性は過去 4 週間の間における自身の仕事の総合的なパ

フォーマンスを 0か 10の値で評価したもの、幸福度は最近 1年間の幸福感を 0から 10の
値で評価したもの、生活満足度は現在の生活全般についての満足度を 0から 10で評価した

もの、主観的健康観は自身のふだんの健康状態について 1 から 5 の値で評価したものをそ

れぞれ用いる。ここで、主観的健康観の変数に関しては、値が大きくなるほど良好な健康状

態であることを示すように質問項目における 1から 5の値を反転して用いる。 
このほか、給与、週平均家事時間、週平均育児時間、年齢層ダミーに関してはコントロー

ル変数としてのみ用いる。給与は昨年の収入の実数値を変数とし、年齢層ダミーは 20代を
基準として、30代で１を取る 30代ダミー、40代で１を取る 40代ダミー、50代で１を取
る 50代ダミーを用いる。週平均家事時間と週平均育児時間の変数については、JHPS/KHPS



の回答をもとに、「ほぼ毎日家事をする」と答えた人の一日の平均の家事時間や育児時間を

7倍にし、「週に数回」、「週に 1回」と答えた人の回答を合わせて用いている。 
これらの変数の基本統計量は表 1 の通りである。表 1 をみると、まず平均平日睡眠時間
の平均値が約 7.26、休日平均睡眠時間の平均値が約 7.38 となっている。「令和 3 年社会生
活基本調査」（総務省統計局）によると、平日睡眠時間と休日睡眠時間の差が約 40分あるこ
とが示されており、当データにおいては想定していたよりも平日と休日の睡眠時間の差が

少ないことがわかる。その結果として平均平日睡眠時間と平均休日睡眠時間の差である寝

だめ時間の平均値は約 0.12 であり、絶対値が小さくなっている。また、5 つのウェルビー

イング指標に注目すると、いずれも平均値が中位の中では高い値を示しており、ウェルビー

イングは全体としてやや良好であることが読み取れる。 
 

表 1 基本統計量 

 

 

第 4 章 働き方が寝だめに与える影響に関する分析 

 
4.1 分析アプローチ 
本節では、働き方が寝だめ時間に対してどのような影響を与えるか、という寝だめ時間の



規定要因について検証する。推計モデルは固定効果モデルと変量効果モデルを用いる。具体

的な推計式は(1)式の通りである。 
 

𝐶𝑆!" = 𝛼# + 𝛼$𝑊!" + 𝛼%𝑋!" + 𝐹! + 𝜀!" (1) 
 

 ここで、被説明変数𝐶𝑆!"は個人𝑖の𝑡年の寝だめ時間を表す。説明変数のうち、𝑊!"は職場

環境に関連する変数である勤務時間制度ダミー、週平均勤務時間、週平均残業時間、平均

通勤時間、副業ダミー、管理職ダミーを指す。𝑋!"はコントロール変数であり、給与、週平

均家事時間、週平均育児時間、年齢層ダミーを含める。𝐹!は時間によって変わらない個々

人の持つ固有効果を指す。なお、変量効果モデルを用いる場合は固有効果𝐹!を含めない。

𝜀!"は誤差項であり、𝑎#は定数項、𝑎$, 𝑎&, 𝑎%は係数を示す。 
それぞれの要因が寝だめ時間に与える影響は以下のように想定される。週平均勤務時

間、週平均残業時間、週平均勤務時間というような労働時間そのものは平日の睡眠時間を

侵食する要因であるため、寝だめ時間に対してプラスの影響を与えることが想定される。

また、副業や管理職という様な、平日労働時間に関わる就業状態に関してもプラスの影響

を与えることが想定される。一方で、フレックスタイム制などの労働時間に対して柔軟な

就業形態は平日の睡眠時間の確保に繋がり、寝だめ時間に対してマイナスの影響を与える

ことが想定される。 
 
4.2 予備的分析  
推計の前に、働き方を含めた各属性と寝だめ時間の関係を概観するため、図１には各属性

の寝だめ時間の平均値を示した。図 1 の(1)を見ると、年齢が高くなるほど寝だめ時間が増

加する傾向にあることや、男性と比較して女性の寝だめ時間が多いことが読み取れる。図 1
の(2)を見ると、副業をしている人、職位を持たない人が寝だめ時間が多いことが読み取れ

る。また、勤務時間制度に関しては、通常の勤務時間制度と比較して、変形労働時間制など

の柔軟性の高い形態は寝だめ時間が多いことが読み取れる。図 1の(3)を見ると、一貫して、
残業時間、勤務時間、通勤時間が長くなるほど寝だめ時間が少なくなる明らかな傾向が読み

取れる。この傾向は労働時間そのものを表す変数は寝だめ時間に対してプラスの影響を与

えるという想定とは反する結果となっている。図 1 の(4)を見ると、平日睡眠時間が増える
ほど、寝だめ時間は少なくなることが読み取れる。6時間未満と 9時間以上の絶対値が大き
いことから、先行研究においても述べられていたように、平日睡眠時間と寝だめ時間の間に

は強い関連があるといえる。 
 

図 1 各属性と寝だめ時間の関係 
(1) 年齢層・性別              (2)副業・管理職・勤務時間制度 

  



 

(3)残業時間・勤務時間・通勤時間     (4)平日睡眠時間 

 

 
4.3 推計結果と考察 
推計結果は表 2 の通りである。ハウスマン検定の結果、固定効果モデルが採択されたた

め、固定効果モデルの結果を中心に説明する。まず、変量効果モデルの推計結果である(1)
列をみると、副業ダミーの係数が 0.162とプラスで有意に推計されている。次に、固定効果

モデルの推計結果は(2)〜(8)列のとおりである。(3)列、(4)列、(5)列、(8)列では有意な結果

は見られなかったが、変量効果モデルの結果と同様に、(2)、(6)列においては副業ダミーが

プラスに有意に推計されている。(2)、(7)列においては管理職ダミーがプラスに有意に推計

されている。副業をしていることや管理職であることは結果として平日の長時間労働を助

長し、休日の寝だめ時間が増加させると考えられる。ただ、いずれも係数が 0.1 前後となっ

ており、5分から 10分程度の寝だめ時間の増加しか起こさないという結果であり、必ずし

も大きい影響とはいえない。また、想定に反して勤務時間、残業時間、通勤時間といった労

働に関わる時間そのものを指す変数、就業時間に対して大きく関わる勤務時間制度の変数

は有意でなかった。 
なお、コントロール変数については、年齢層ダミーの全ての変数がプラスに有意に推計さ

れており、20代に対して 30代、40代、50代の寝だめ時間が多いことが読み取れる。また、

係数に注目すると、30代から 50代にかけて係数が大きくなる傾向にあり、年を重ねるほど

寝だめ時間が多くなることがわかる。また、生活時間の一部を表す変数である家事時間がプ

ラスに有意に推計されており、日常的に行う必要がある炊事や洗濯などを行う家事時間に



関しても平日の睡眠時間を侵食し、寝だめが起きる要因になりうることが読み取れる。 
以上の推計結果より、勤務時間そのものというような労働に関わる時間そのものは寝だ

めに影響を与えないが、副業をしていることや管理職であることによる平日タスクの増加

が休日の寝だめ時間の増加につながるということが示された。 
 

表 2 働き方と寝だめ時間の関係についての推計結果（変量効果・固定効果モデル） 

 

 

第 5 章 寝だめがウェルビーイングに与える影響に関する分析 

 
5.1 分析アプローチ 



 本節では、寝だめ時間がウェルビーイングに対してどのような影響を与えるかを検証す

る。具体的には、以下の(2)式を固定効果モデルと変量効果モデルを用いて推計する。 
 

𝑊𝐵!"'$ = 𝑏# + 𝑏$𝐶𝑆!" + 𝑏&𝑋!" + 𝐹! + 𝜀!" (2) 
 

ここで、被説明変数𝑊𝐵!"'$は個人𝑖の𝑡+1年のウェルビーイング指標を示す。ウェルビー

イング指標はワークエンゲージメント、主観的生産性、幸福度、生活満足度、主観的健康

観を含める。被説明変数のウェルビーイング指標は 1年のタイムリードを取っており、そ

の理由としては 2点挙げられる。1点目は寝だめ時間の影響はウェルビーイング指標に即

時的に現れるのではなく、多少の時差をもって現れると考えられるためである。その影響

を適切に捉えるために、時間差をとる。2点目は、逆の因果性に対処するためである。ウ

ェルビーイングの高低は休日の寝だめ行動に影響を与えると考えられるため、時点をずら

すことで、逆の因果性に対処する。𝐶𝑆!"はここでは寝だめ時間と寝だめ時間 4分位ダミー

を含める。𝑋!"はコントロール変数であり、給与、年齢層ダミーに加えて、職場環境に関連

する変数である勤務時間制度ダミー、週平均勤務時間、週平均残業時間、平均通勤時間、

副業ダミー、管理職ダミーを含める。𝐹!は時間によって変わらない個々人の持つ固有効果

を指す。なお、変量効果モデルを用いる場合は固有効果𝐹!を含めない。𝜀!"は誤差項であ

り、𝑏#は定数項、𝑏$, 𝑏&は係数を示す。 
先行研究において、寝だめが与える影響についての解釈は様々であったが、本稿において

は寝だめがウェルビーイングに与える影響は以下のように想定した。まず、坂下(2018)が平
日と休日の睡眠時間差がストレスの要因になりうると述べていたことなどから、ワークエ

ンゲージメント、生活満足度、幸福感のような特に精神的な状態を指す指標に対してはマイ

ナスの影響を与えることが想定される。また、Oh et al. (2019)が週末の寝だめが健康関連

の生活の質の向上との関連について述べていることなどから、主観的生産性や主観的健康

観のような、特に身体的な状態を指す指標に対してはプラスの影響を与えることが想定さ

れる。 
 
5.2 予備的分析 
推計の前に、寝だめ時間と各ウェルビーイング指標の関係を概観する。図 2 には寝だめ

時間 4分位ごとのワークエンゲージメントと主観的生産性の平均値を示した。図 2の(1)、
ワークエンゲージメントに関してはこの図だけでは明らかな傾向を掴むことができないた

め、推計においてその他の要素をコントロールした上、関係性を分析する。次に、図 2 の
(2)、主観的生産性に関しては、第 2分位、第 3分位の中位においては寝だめ時間が多く、

右下がりの傾向があることが読み取れる。 
 

図 2 寝だめ時間とウェルビーイング(仕事関連)の関係 



(1)ワークエンゲージメント        (2)主観的生産性 

 

図 3には寝だめ時間 4分位ごとの幸福度、生活満足度、主観的生産性の平均値を示した。

図 3の(1)を見ると、第 2分位、第 3分位の中位においては幸福度が高い傾向があることが

読み取れる。また、第 4分位で急激に幸福度が低くなっている。次に、図 3の(2)の生活満
足度のグラフを見ると、(1)の幸福度と同様に第 2分位、第 3分位の中位においては生活満

足度が高く、寝だめ時間の第 4 分位で急激に生活満足度が低くなることが読み取れる。最

後に、図 3の(3)の主観的健康観のグラフを見ると、(1)、(2)において見られた傾向と同様に、

第 2 分位、第 3 分位の中位においては主観的健康観が高くなる傾向があることが読み取れ

る。その一方でこれまでの傾向とは反対に、寝だめ時間が多くなるほど主観的健康観は高い

値を示し、右上がりのグラフとなっている。 
 

図 3 寝だめ時間とウェルビーイング(一般)の関係 
(1)幸福度          (2)生活満足度       (3)主観的健康観 

 
 
5.3 推計結果と考察 
寝だめ時間がウェルビーイング（仕事関連）に与える影響について着目した推計結果は表

3の通りである。ここで、(1)~(4)列は被説明変数をワークエンゲージメント、(6)~(9)列は被
説明変数を主観的生産性とし、(1)、(2)、(5)、(6)列は固定効果モデル、(3)、(4)、(7)、(8)は
変量効果モデルを用いて推計を行った。また、ハウスマン検定では、ワークエンゲージメン

トの推計に関しては固定効果モデル、主観的生産性の推計に関しては変量効果モデルが採

択された。 
まず、(1)、(2)列の固定効果モデルの結果を確認する。(2)列の寝だめ時間 1分位ダミーと

3分位ダミーが有意にプラスに推計されており、4分位に属する寝だめ時間と比べてワーク



エンゲージメントにプラスの影響を与えることを示している。(3)、(4)列の変量効果モデル

の結果を確認すると、(4)の寝だめ時間 1分位ダミーと 3分位ダミーが固定効果モデルの結

果と同じくプラスに有意に推計されている。 
コントロール変数に着目すると、通勤時間が(1)、(2)列においてマイナスに有意に推計さ

れており、通勤時間が長くなるとワークエンゲージメントが低下することを示している。ま

た、年齢層ダミーは(1)、(2)列においていずれの年代もプラスに有意に推計されている。20
代と比較して一般的に仕事の責任や勤続年数が大きく、勤務先へのコミットメントが大き

いことが理由として考えられる。また、副業ダミーが(3)、(4)列においてプラスに推計され

ており、副業が可能な柔軟な就業形態がワークエンゲージメントに影響を与えていること

が考えられる。 
 次に、主観的生産性に関しては、固定効果モデルで推計した(5)、(6)列、変量効果モデル

で推計した(8)、(9)列の結果を併せて確認する。いずれも寝だめ時間、寝だめ分位ダミー、

に有意な結果は得られなかった。  
コントロール変数に着目すると、(7)、(8)列において変形労働時間制ダミーがマイナスに

有意に推計されており、シフト制など、勤務時間の変動が大きな仕事形態は主観的生産性に

マイナスの影響を与えるといえる。また、給与が(7)、(8)列においてプラスに有意に推計さ

れているが、生産性の高い人は給与が高いという逆の因果性が存在するため、明確な解釈は

できない。 
以上の推計結果より、寝だめ時間はワークエンゲージメントに対して線形的な影響は与

えないこと、さらには、適度な時間の寝だめは過度に長い寝だめよりもワークエンゲージメ

ントにプラスの影響を与えることがわかった。一方で、主観的生産性に関しては、概して大

きな関連がないことが明らかとなった。 
 

表 3 寝だめ時間とウェルビーイング（仕事関連）の関係についての推計結果 
（固定効果モデル・変量効果モデル） 



 
 
 次に、寝だめ時間がウェルビーイング（一般）に与える影響について着目した推計結果は

表 4 の通りである。ここで、(1)~(4)列は被説明変数を主観的健康観、(5)~(8)列は被説明変

数を幸福感、(9)~(12)列は被説明変数を生活満足度とし、(1)、(2)、(5)、(6)、(9)、(10)列は
固定効果モデル、(3)、(4)、(7)、(8)、(11)、(12)列は変量効果モデルを用いた推計である。

また、ハウスマン検定ではそれぞれ固定効果モデルが採択された。 
まず、(1)~(4)列の主観的健康観の結果を、(1)、(2)列の固定効果モデルと(3)、(4)列の変量

効果モデルの結果を併せて確認すると、(1)から(4)列において寝だめ時間と寝だめ時間分位

ダミーはいずれも有意な係数は得られないことがわかる。次に、コントロール変数に着目す

る。(3)、(4)列において勤務時間がマイナスに有意に推計されており、長時間労働が主観的

健康観にマイナスの影響を与えることが読み取れる。また、年齢層ダミーはいずれの年代も



マイナスに有意に推計されており、30代から 50代の就業者は年齢を重ねたことで 20代に
比べて健康状態の悪化を感じていることがわかる。 
次に、被説明変数を幸福感とした(5)~(8)列について、まず固定効果モデルで推計した(5)、

(6)列を確認すると、寝だめ時間と寝だめ時間分位ダミーはいずれも有意な係数は確認でき

ない。これに対して、変量効果モデルで推計した(7)、(8)列を確認すると、(8)列において寝

だめ時間分位ダミー全てがプラスに有意に推計されており、第 4 分位に属する寝だめ時間

と比べて第 1 分位から第 3 分位の比較的短い適度な寝だめは幸福感に有意にプラスの影響

を与えることを示している。コントロール変数に着目すると、(7)、(8)列において勤務時間

がマイナスに有意に推計されている。ここより、長時間労働が幸福感にマイナスの影響を与

えることが読み取れる。また、(6)、(8)列において年齢層ダミーのうち 30代ダミーがマイナ

スに有意になっており、40代ダミー、50代ダミーは(5)~(8)列でマイナスに有意になってい

る。幸福感は 20代に対して、30代、40代、50代は低い傾向があり、その係数が大きくな

っていることから、幸福度は徐々に低減していくことが読み取れる。 
 最後に、被説明変数を生活満足度とした(9)~(12)列について、まず固定効果モデルで推計

した(9)、(10)列に注目すると、寝だめ時間と寝だめ時間分位ダミーはいずれも有意な係数は

見られなかった。一方、変量効果モデルで推計した(11)、(12)列に注目すると、(11)列におい
て寝だめ時間がマイナスに有意に推計されているほか、(12)列において寝だめ時間の第 1分
位ダミーがプラスで有意に推計されている。このことは第 1 分位の少ない寝だめ時間は 4
分位に属する寝だめ時間と比べて生活満足度に有意にプラスの影響を与えることを示して

いる。コントロール変数に着目すると、(9)~(12) 列において勤務時間がマイナスに有意に推

計されている。主観的健康感、幸福感と同様に長時間労働が生活満足度にマイナスの影響を

与えることが読み取れる。(11)、(12)列において給与がプラスに有意に推計されており、生

活水準を決定づける給与は生活満足度と大きく関連していることが読み取れる。最後に、年

齢層ダミーうち、50 代ダミーが(9)、(10)列においてプラスに有意に推計されている。ここ

より、生活水準の高い 50代では生活満足度が高くなる傾向が読み取れる。 
 以上をまとめると、ハウスマン検定で採択された固定効果モデルの推計結果を踏まえる

と、主観的健康観や幸福感、生活満足度といったウェルビーイングに対して寝だめは統計的

に有意な影響は与えないといえる。一方で、変量効果モデルの推計結果からは、幸福感に関

して、第 1分位から第 3分位の比較的短い適度の寝だめをしている人は第 4分位の長い寝

だめをしている人よりも幸福感が有意に高いことがわかった。また、寝だめ時間が短い人ほ

ど生活満足度が高く、第 1 分位の短い寝だめをしている人は第 4 分位の長い寝だめをして

いる人よりも生活満足度が有意に高いことがわかった。変量効果モデルの推計結果には同

一個人の寝だめ時間の変化がウェルビーイングに与える影響だけでなく、寝だめ時間の人

による違いがウェルビーイングの違いにどのように相関しているかが反映される。このた

め、ここでの結果は、因果関係とは言えないものの、寝だめ時間が長い人ほどウェルビーイ

ングが悪い傾向があることが一部示されているといえる。こうした理由としては、前述した



社会的時差ボケが考えられる。つまり、過度に長い寝だめをしている人は起床時間帯のずれ

につながるため、社会的時差ボケが生じている可能性が高いため、先行研究で示された知見

のように、ウェルビーイングが低いと推察される。 
 

表 4 寝だめ時間とウェルビーイング(一般）の関係についての推計結果 
（固定効果モデル・変量効果モデル） 

 
 

第 6 章 おわりに 

 
本稿は、日本の就業者がより充実して働き、生活していくことへの一助となる情報を提供

することを目的とし、就業者がより良い平日と休日の睡眠時間差を示す寝だめ時間がどの

ような要因によって決定づけられ、ウェルビーイングに対してどのような影響を与えるの

かについて「日本家計パネル調査（JHPS/KHPS) 」のパネルデータを用いて実証分析した。 
具体的には、まず、働き方が寝だめ時間に対してどのような影響を与えるかについて、固

定効果モデル・変量効果モデルを用いて分析した結果、勤務時間や勤務時間制度などとの関

連は確認できなかったが、副業をしていることや管理職であることによる平日タスクの増



加が休日の寝だめ時間の増加につながるということが明らかになった。ただ、いずれも係数

が小さく、5分から 10分程度の寝だめ時間の増加しかもたらさないという結果であった。 
次に、寝だめ時間がウェルビーイングに対してどのような影響を与えるかについて、固定効

果モデル・変量効果モデルを用いて分析した。その結果、寝だめ時間はワークエンゲージメ

ントに対して線形的な影響は与えないが、適度な寝だめは過度に長い寝だめよりもワーク

エンゲージメントにプラスの影響を与えることが示された。一方で、主観的生産性に関して

は、概して大きな関連がないことが明らかとなった。また、固定効果モデルの推計結果によ

ると寝だめは主観的健康感、幸福度、生活満足度に対して有意な影響は与えないことが示さ

れた。その一方で、変量効果モデルの推計結果によると、幸福感に関して、第 1分位から第

3 分位の比較的短い適度の寝だめをしている人は第 4 分位の長い寝だめをしている人より

も幸福感が有意に高いことがわかった。また、寝だめ時間が短い人ほど生活満足度が高く、

第 1 分位の短い寝だめをしている人は第 4 分位の長い寝だめをしている人よりも生活満足

度が有意に高いことがわかった。ここで、変量効果モデルの推計結果は、寝だめ時間の人に

よる違いが反映されるため因果関係とは言えないものの、寝だめ時間が長い人ほどウェル

ビーイングが悪い傾向があることが一部示されているといえる。こうした理由としては、社

会的時差ボケが考えられる。過度に長い寝だめをしている人は起床時間帯のずれが起きや

すく、社会的時差ボケが生じている可能性が高いため、ウェルビーイングが低いと推察され

る。つまり、社会的時差ボケの可能性を考慮しながら適度な寝だめをとることが健康的に働

き、生活することにつながるといえる。 
最後に本稿の懸念点を述べる。まず、使用データにおける平日と休日の睡眠時間差が極

めて小さく、影響をうまく観測しきれていない可能性があることが挙げられる。次に、寝

だめ時間がウェルビーイングに与える影響を分析する際に、逆の因果性を考慮できていな

い点が挙げられる。特に、主観的健康観、幸福感、生活満足度は、それらが高いために休

日の寝だめをしない、というような状況が考えられる。このため、操作変数法を用いて内

生性を取り除いた分析を行うべきであったが、検討していた操作変数がいずれも弱操作変

数であり、扱うことができなかった。本稿では次善作として被説明変数に 1年のタイムリ

ードを取ることによって対応したが、内生性への対処として必ずしも十分とはいえない。

こうした懸念点を解消した分析を行うことは今後の研究課題としたい。最後に、本稿にお

ける分析が更なる研究の蓄積の一助となること、日本人がより良い環境で働き生活してい

くことへの一助となることを願って、本稿の結びとする。 
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